
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

 

0

0 0 0 0

0 0 0 0

54,008

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

・参画事業者を更に拡充し、当制度の充実を図るとともに、家庭部門における温暖化対策を推進する。

・長野県環境エネルギー戦略「第３次長野県地球温暖化防止県民計画」に基づき、県民、事業者、行政など、あらゆる主体の参加と連携

により、温暖化対策の推進を図る。

目標に対

する成果

の状況

　参画が見込まれる団体や事業者に訪問し、制度説明などを積極的に行い、目標としていた団体数より多くの参加が得られ、円滑な制度

スタートをきることができた。

 概算事業費（B（A）+C） 247,528 159,046 115,180 128,330

90,838 82,580

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

184,264 69,269 0

Aの

財源

75,670 33,945

概　算

人件費

9.00 11.00 10.00 9.00

74,322 74,322

5,228 6,401 33,945

事業活動温暖化対

策計画書提出事業

者の温室効果ガス

排出削減量

予

算

額

前年度繰越 0

合計（A) 189,492

家庭向け省エネサ

ポート制度参画団体

数

54,008

4,874

173,206 68,208 32,600

県が関与

する理由

5 15

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

地球温暖化対策の推進に関する法律、長野県地球温暖化対策条例、長野県地球温暖化防止県

民計画

「持続可能で低炭素な環境エネルギー地域社会をつくる。」

～経済は成長しつつ、温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の削減が進んだ「環境エネルギー地域社会」をつくる。～

県内の温室効果ガス総排出量△6%（対1990年度削減率）【平成29年度目標値】

  地球温暖化の防止に向けた、県民運動の推進やエネルギーの効率的利用の推進を図るため、主に普及啓発を行ってきたが、実効性に

課題があり、効果が不十分であった。長野県環境エネルギー戦略「第３次長野県地球温暖化防止県民計画」（平成25年２月策定予定）に

おいては、「エネルギー需要を県民の手でマネジメント」及び「再生可能エネルギーの利用と供給を拡大」に重点を置き、より効果の高い施

策を展開することとしている。

　　2009年度県内温室効果ガス排出量8.7％増（1990年比（森林吸収対策分を除く。）

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25 H26

（当初） （決算） （当初）

家庭の省エネサポート制度運営事業 委託

事業番号 06 02 01 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 地球温暖化対策事業費地球温暖化対策事業費地球温暖化対策事業費地球温暖化対策事業費
担

当

課

部局 環境部

課・室 環境エネルギー課

総合５か年

計画

プロジェクト  ３-１（２、３）、３－２（１～３）　環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ自立地域創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ E-mail kankyoene@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

３－１　低炭素で循環型の地域社会づくり

達成ー

25年度25年度25年度25年度 26年度

0

○家庭向け省エネサポート制度参画団体数：５団体(H29年度10団体に向け、H25年度５団体）

Ｈ25
H26

目標

H24末

（実績）
目標 成果 達成状況

－

3,207 26,562

建築物環境エネ性能評価指標取得講習会の開催、マニュア

ル作成等　取得講習会：908人、技術講習会：216人

15,635 11,439 10,055

家庭の省エネアドバイザーが省エネアドバイス等を実施

　アドバイス・診断件数：7,240件

7,717 7,707 6,302

事業活動に係る温室効果ガスの排出抑制を図るために行う新

たな計画書制度に向けた、ガイドブックの作成等

3,500 3,500

合計 40,251 32,600 54,008

事業活動省エネサポート推進事業 委託

１　地球温暖化対策と環境・エネルギー政策の推進 実施期間 H25

136 95

～ H29

3,208

エネルギー配慮型住宅・建築物促進事

業

委託

温暖化対策協議会運営事業 直接

業種・業態ごとの協議会を開催し、研修や情報交換を行う。

　開催回数：４回

事務経費 直接 嘱託職員人件費、コピーや電話代等の事務的経費 7,058

補正予算 16,591 5,188 -6,306

当初予算 172,901

成果目標の達成状況

項目

70,482 40,251 54,008

00

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

信州省エネ大作戦推進事業 直接

節電・省エネ促進のための家庭や事業者を含めた県民総ぐる

みの運動推進

1,767 1,229 1,337

環境管理システム普及促進事業 委託

環境管理システム「エコアクション21」の導入・構築に向けた研

修会を開催し、事業者等の認証・登録を支援

200 199 202

- - - -

前年度比

１％以上

141

環境マネジメントシステム運用事業 直接

県の事務事業に伴う温室効果ガス排出削減や環境負荷低減

を図るための取組みを推進　CO2排出量：目標値△６％（対

2009年度）

550 359 555

4,417

信州省エネパトロール隊活動支援事業 補助

事業所の省エネルギー対策を推進する省エネパトロール隊

への補助　診断件数：19件

480 448 480

一般社団法人長野県環境保全協会運

営費補助金

補助 地球温暖化防止活動推進センターに対する補助 3,500

0


